
その1

災害防止の進め方


9/10/2000
技術士／労働安全コンサルタント　　矢島　藤一

　まえがき

　産業革命から始まる機械設備等の導入は､私たちの労働体系を大きく変換させました。それまでは、人は手､足を使い、物を作るということを培ってきました。それが、機械力等の導入によって、これらの機械力等を使って物を作るという形態に変わってきました。

　労働災害は、自己中心の労働形態から、機械中心の労働形態へと変転して発生するようになってきました。このようなことから、体系そのものが、個人から組織を中心としたものに変遷してきたわけです。

　災害の防止も当然、個人から組織対応に変わり、組織で災害防止を行うのが通例になつてきました。結局、機械システムとの対応が組織（企業）の大きな役割りとなつてきています。

　このような社会的な背景と共に、共通した災害防止と平準化のためには、あるルールを基に組織的に行わないと、成果が上がらないことがわかってきました.。その結果として各種のルールが生まれてきたわけです。

　そのルールの根幹が、労働安全衛生法（労働基準法から分かれる）であり、関連の法令と共に、企業内ルールがあり、細目が制定されるようになつてきました。

　このような、制度化と規律化が存在し、規律が保たれ実行されることよって、災害防止が可能であることが認証されることとなりました。ただ、余りルールにこだわりすぎると弊害も考えなければなりません。ということは、実態に即したルール作りが必要だということです。裏を返せば、皆が守れないようなルール作りは実りがないということになります。

　ルールにはどんなものがあるのでしょうか！

（ａ）労働安全衛生法及び関連法令

（ｂ）OHSMS指針に係わるルール

（ｃ）企業の制定したルール（各種の規定類、安全作業手順、実施方法等）

（ｄ）教育規程等

　この中のOHSMSは、真新しい制度で、全ての企業に適用するには難がありますので、実施可能なところから入ることが制度の中に盛り込まれています。

　その骨子は、PDCAによるサイクル化と科学的な対応が盛られています。科学的な対応というのは、災害防止の手順を決める段階で、リスクアセスメント手法やセーフテーアセスメントを積極的に導入することです。

　OHSMSにおける「災害要因又は有害要因」の「特定」には、実施の順位を決める必要があります。順位を決定する手段は、災害に係わる「評価点」を出し、それによって「順位」を決めます。このような方法によって、災害をどのようにして防止するかということを説明してみたいと思います。
1 労働災害の現状はどうなつているか

労働災害は昭和40年前後が最も多く、昭和47年の労働安全衛生法の制定以後次第に減少してきました。昭和55年頃から減少の度合いは少なくなり、現在の実況は次のとおりとなっています。
	区分
	昭和60年
	平成元年
	平成5年
	平成10年
	平成11年
	平成12年
	平成１3年

	死亡者数
	2，572
	2，419
	2，245
	1，844
	1，992
	1，889
	１,768

	休業4日以上の死傷者数
	257，240
	217，964
	181，900
	148，000
	130，100
	107，731
	107,059


表1　死傷者数の統計

平成13年における業種別の割合は次のとおりです。

（ａ）休業4日以上の死傷者数（13年）増減比較

　　　製造業(　‐3．6　％)　　建設業(‐3．8　％)　　陸上貨物運送業(　２．3　％)

　　　その他の業(　3．9　　％)

（ｂ）死亡者数（13年）全体の割合

　　　建設業（35．9％）　　製造業（18．1％）　　陸上貨物運送業（13．3％）

　　　その他の業（25．3％）

特徴として上げられるのは、労働者数100人未満の事業所が多く、年齢40歳以上が過半数を占めています。最近、特に50歳以上が多くなっています。その他の業は、主として第３次産業に注目する必要があります。

　死亡災害においては、建設業とその他産業が特出しています

	
	墜落転落
	転倒
	激突
	飛来落下
	崩壊倒壊
	激突され
	挟まれ巻きこまれ
	切れこすれ
	踏抜き
	おぼれ
	高温

低温

物と

の接触
	有害物との接触
	感電
	爆発
	破裂
	火災
	交通事故
	交通事故

他
	動作反動

無理な動作
	その他
	分類不能
	合

計

	全　産　業
	456
	34
	8
	91
	111
	106
	232
	7
	1
	22
	34
	38
	29
	7
	5
	21
	541
	11
	0
	11
	3
	1758

	製　造　業
	60
	8
	2
	25
	24
	23
	86
	1
	0
	6
	13
	8
	7
	5
	2
	8
	39
	0
	0
	1
	2
	320

	　鉱　　業
	12
	0
	0
	2
	4
	1
	5
	0
	0
	0
	0
	0
	1
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	25

	　建　設　
	301
	17
	5
	32
	64
	45
	66
	2
	1
	6
	16
	5
	14
	0
	1
	6
	85
	1
	0
	4
	0
	635

	交通運輸業
	3
	0
	0
	0
	0
	1
	2
	0
	0
	0
	0
	0
	1
	0
	0
	0
	18
	6
	0
	1
	0
	32

	　陸上・貨送
	25
	1
	0
	7
	4
	4
	18
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	175
	1
	0
	1
	0
	236

	港湾荷業業
	6
	1
	0
	1
	3
	4
	3
	0
	0
	1
	0
	1
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	18

	林　　業
	11
	1
	0
	14
	7
	14
	1
	2
	0
	0
	2
	0
	0
	0
	0
	0
	2
	0
	0
	0
	0
	54

	その他
	74
	8
	1
	10
	5
	14
	51
	2
	0
	10
	3
	25
	6
	2
	2
	7
	222
	3
	0
	4
	1
	448


表2　業種・事故の型別死亡災害発生状況(平成12年)(確定値)

	業　種
	平成13年(速報値)
	平成12年(確定値)
	平成11年(確定値)
	対12年確定値比較

	
	死亡者数(人)
	構成比(％)
	死亡者数(人)
	構成比(％)
	死亡者数(人)
	構成比(％)
	増減数(人)
	増減率(％)

	全産業
	1，768
	100
	1,889
	100,0
	
	
	
	

	　製　造　業
	320
	18．1
	323
	17,1
	
	
	
	

	　鉱　　　業
	25
	1．4
	26
	1,4
	
	
	
	

	　建　設　業
	635
	35．9
	731
	38,7
	
	
	
	

	交通運輸業
	32
	1．8
	29
	1.5
	
	
	
	

	貨物運送業
	236
	13．3
	271
	14,3
	
	
	
	

	港湾荷役業
	18
	1
	11
	0.6
	
	
	
	

	　林　　　業
	54
	3．1
	53
	2.8
	
	
	
	

	　そ　の　他
	448
	25．3
	445
	23,6
	
	
	
	


表3　平成13年における死亡災害発生状況(速報値)の比較

2 決め手は組織と個人の取り組み方

安全施策が軌道にのるかどうかということは、企業者の組織的な力か゛発揮できるか

どうか、そして労働者の個人的な力がかみ合うかということになります。この場合に、個人的な欠陥は許されません。ということは、どちらか一方に一つの落ち度もあつてはならないということです。

　よく言われるように、安全衛生がうまくいくかどうかは、トツプと第１線監督者の取り組み方と実行力であるといわれます。

　経営者が率先して、真剣に取り組まないと、部下は動いてくれません。部下のみに期待しても施策の進展はありません。

　組織的な活動の根幹は、PDCA（Plan　Do　Check　Act）のサイクルを回しながら継続的に安全衛生水準の向上を図っていくものです。計画して、実施し、評価の上、改善した結果が、次のサイクルのベースになるというものです。したがって、到達点というものはありません。エンドレスの継続となります。

　組織活動の骨子は、方針、目標の設定、危険及び有害要因の特定、計画の作成及び実施、システム監査、見直し、といった一巡サイクルとなります。勿論、この過程には安全衛生委員会の活動や周知徹底、労働者の意見聴取、安全衛生教育というようなことが重要な要素となつてきます。

　これらの施策は、単独に行っても構いませんが、総合的に企業活動の一環として行うのが良い方法ではないかと思います。

　私たち「労働安全コンサルタント」は、このようなシステム化に寄与できるよう「研修会」等を行い資質の向上に努めています。かつ、システム監査に参加できるように「監査員研修」も受講しています。
3 ルールを守ることが先決

ルールを守らないと、個人競技、団体競技においても良い成績を収めることはできません。災害を防止するためにも全く同様な論理が成り立ちます。ルールには、法令から作業のやり方や日常の生活ルールまで様々なものが入ります。

何故ルールを守らなければならないか、いわずと知れたことですが、社会組織､機械システムが複雑怪奇になっているからです。到底個人の意識だけでは統御できません。ましてや､個人の意識ほど当てにならないものはありません。

ルールについては、「まえがき」の中の（ａ）（ｂ）（ｃ）（ｄ）のようなものです。私の目では、最も大事なものとして、「法令の骨子」と「安全作業手順」を上げたいと思います。ルールを守らせるための推進役は職場の職長クラスの指導と言われています。

一口に安全作業手順といつても、これを作って､実行しているところは少ないようです。中々出来ない理由はどこにあるのでしょうか！企業トップの認識が欠かせない要素です。

4 どうしたら災害防止につながるか

基本的な施策について記述してみましたが、施策を講じたからといって災害は減少するものではありません。災害を現実に減らすためには、それなりの手順が必要で、その大綱はPDCAに示されるような一巡サイクルが必要になります。

これは、私の経験した事例ですが、ある事業所の安全診断に行ったところ、安全診断が来るからということで「急こしらえ」した内容です。

（1） 災害の事例（過去3年間のもの）

（2） 安全作業手順書（急に作ったらしい）

（3） 職場の整理・整頓（急に行ったもの）

急いでやって、良く見せたいというものですから、中身が見え見えです。

○安全作業手順書について質問しました。

「この内容で、甘くいつてますか！」　　返事が返ってきません。

返ってこないはずです。2～3日前に作ったものらしいです。「安全作業手順書」は幹部の方が作っても駄目です。全ての内容について言えることは、「絵に描いた餅」にならないよう労働者全員の協力がなければなりません。この中で大きな役目を担うのが、委員会活動ではないかと思います。委員会が無ければ「打ち合わせ会」でも結構て゛す。

安全衛生の施策は、気長に､着実に、全員の協力によって成り立つものです。功を急いでも成果が上がるものではありません。1年目の成果は次年度の出発点です。どうか、継続的な取り組みをお願いします。

それでは、「安全衛生管理の進め方」として、どのような方法によったら良いか、私の進めている内容を紹介してみたいとおもいます。


その2


労働安全衛生管理の進め方
(矢島案)
「ＯＨＳＭＳ(OcuupationalHealth-and-SafetyManegementSystem-Specification)」

平成11年4月30日労働省指針を基として記述しました。内容は逐次改善していきます。

1．安全衛生管理の基本

労働者の安全衛生を確保するためには、労働安全衛生法第1条に示される「職場における労働者の安全と衛生を確保すると共に、快適職場を形成」することにあります。このためには、キメ細かな安全衛生管理計画を立て、具体的に進める必要があります。

　従業員の安全衛生を確保することは、安定な生産活動、建設、サービス活動等と密着するもので、安全衛生の諸施策は、これらの活動と切り離しては成立するものではありません。したがって、安全衛生の諸活動を無視した施策は許されません。

　また、世界的な趨勢として、ＩＳＯ．ＩＬＯにおける取り組みと協調をはかる必要があります。このため、労働省告示第53号「11．4．30」（労働安全衛生マネジメントシステムにかんする指針）が出されたわけです。その大綱は次のとおりです。

　①　安全衛生方針を表明する。

2 機械･設備･化学物質等の危険又は有害要因を特定し、それを除去又は低減するため

　　の実施事項を特定する。

3 安全衛生方針に基づき、安全衛生目標を設定する。

安全衛生目標を達成するため、②で特定された実施事項等を内容とする安全衛生計画を作成する。

4 安全衛生計画を実施及び運用する。

5 安全衛生計画の実施状況等の日常的な点検及び改善を行う。

6 システム監査を実施し、必要な改善を行う。

7 定期的にシステムの全般的な見直しを行う。

8 ①から③までを連続的かつ継続的に実施する。

そして、この指針は、危険及び有害要因等を考慮しながら、「労働安全衛生マネジメントシステム」を確率しようとする事業者に適用する。となっています。

また、指針は、労働安全衛生法の規定に基づき機械、設備、化学物質等による危険又は健康傷害を防止するための、事業者が講ずべき具体的な措置を定めるものではない。運用される中で、各事業場の実態に応じて特定され、実施されるものである。とされています。

指針では、次のような内容により、用語を定義しています。

1 安全衛生方針の表明「基本的考え方」

2 安全衛生目標の設定「一定期間に達成すべき到達」

3 安全衛生計画の作成、実施及び運用並びに実施状況等の日常的な点検及び改善、見直し等の仕組み

4 緊急事態の対応

5 システム監査「事業者が行う調査及び評価で部外委託してもよい。」

以下、その指針の内容を具現するための説明をします。

(2)　 安全衛生方針の表明

　事業者は安全衛生管理方針を表明し、労働者、その他関係者に広く周知させることにより、姿勢を明確にする必要があります。骨子は次のとおりです。

1 労働者の協力の下に実施すること。。

2 安全衛生関係法令、安全衛生管理規程等を遵守すること。「この中には指針等も含まれます｡」

3 本システムを適切に実施し及び運用すること。

(3)　危険及び有害要因の特定及び目標の設定

　特定するための手順、方法を定め、実施することが求められます｡特定する場合には、具体的な実施順序等を法令の基準、災害事例、仕様書、取り扱い説明書、リスクアセスメント、セイフテーアセスメント等を基にして策定します。その内容は次のようなものです｡勿論「安全衛生委員会」等に付議されます。

　①　安全衛生関係法令等に規程された措置の実施
　②　機械･設備等の安全装置の設置
　③　無害又は有害性の低い化学物質への変更

4 局所排気装置の設置

5 作業手順･作業方法等の作成及び改善
6 安全衛生教育の実施

順位決定には、災害の発生したもの等(ヒヤリ、ハット)は優先されます｡特定する時には関係部署の意見等を聴取し、これを反映します。　
特定或いは目標の設定に当っては、科学的方法(リスクアセスメント手法等)を取り入れ、在来の観念的な方法はなるべく避けた方がよいわけです。

(4) 安全衛生計画の作成

　目標達成のためには、計画項目を示し、実施事項、期限、担当者等の計画表を作って進める必要があります。特定事項を優先します。次いで一般行事（危険予知活動、健康管理、安全衛生活動、安全衛生提案、健康作り運動等）を入れます。次のような内容です。

　①　災害要因の排除

　　ａ．設備等の災害防止の項目（接触、こすれ、巻き込まれ、すべり、転落等）

　　ｂ．レイアウトに係わる項目（通路の確保、設備替え、フローの検討、環境改善等）

　　ｃ．特殊災害の防止（感電防止、特定化学物質、土砂の崩壊・倒壊等）

　　ｄ．交通災害
　　ｅ．中高年齢者対策
　　ｆ．健康傷害の排除（粉塵、有機溶剤、化学物質による傷害等）

2 ルールの確立

　ａ．安全作業手順の作成・実施（計画、作成、実施、教育・訓練等）

　ｂ．自主点検方法の確立、見直し

　ｃ．規律の確立（心得の作成―実施等）

　ｄ．教育の実施（内部の教育、部外委託の教育等）

3 特殊施策の実施

　ａ．パトロールの実施(内部実施、外部委託等)

　ｂ．提案制度、表彰制度の実施

　ｃ．ＴＨＰの導入

4 その他の施策

　ａ．整理・整頓・清掃等の確立

　ｂ．各種の見直し

　ｃ．機械・設備、化学物質等の新規導入に対する措置

安全衛生計画を作成する場合、組織等の確立，必要予算、実行の権限の付与等が良くいく方法を考える必要があります。折角の計画が進行しないからです。

(5) 実施及び運用

　実施及び運用を運ぶためには、「労働者の意見反映」は欠かせない要件です。次のようなことが必要です。

　①　手順を定め、計画を適切かつ継続的に実施し及び運用します。

2 従業員に周知徹底させます。

3 年間及び月間の予定、進行管理を行います。(方法は別途)

(6) 体制の整備

①　システム各級管理者の役割分担、責任及び権限を定め、労働者、関係請負人、その

　　他の関係者に周知します。

2 システム各級管理者の指名をします。

3 人材及び予算を確保します。

4 教育の体制を整えます。(対象者、内容、時期、講師等)

5 安全衛生委員会の活性化に努めます。

6 外部の専門家の活用を考えます。

(7) その他の事項

　①　文書整理の方法

2 緊急事態への対応

3 点検、改善方法

4 災害発生時の対応、再発防止対策等

(8) システム監査

　事業者は、定期的にシステム監査の手順を作成して、システム監査を実施する手順を定めると共に、この手順に基づき、システム監査を実施するものとします。

　事業者は、システム監査の結果、必要があると認めるときは、本条項の改善を行います｡以下次によります。

1 システム監査の内容は、文書、記録等を調査し、又は作業場を視察して評価する

　　ものとします。

2 事業場の者が実施するのが基本ですが、部外に委託しても良く、実施者は必要な能力を有し、公平かつ客観的立場にある者が望ましいわけです。「監査員認証」です。

付録(1)
矢島(案)

労働安全衛生管理の進め方(例示)

　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

1．方針の表明　　「(2)」による。

2．目標と特定の設定　　「(3)」による。

3．計画の作成　　「(4)」による。

4．重点実施事項を明示します。

	No
	実　　施　　項　　目
	ね　　　ら　　　い

	1
2

3

4

5


	○　安全衛生管理方針(例)
1 管理規程、委員会規程の制定

2 委員会の開催「月1回」

3 産業医の選任

4 安全管理者等の選任

5 安全作業手順の作成、実施

○　安全衛生教育

①　免許取得､技能教育､特別教育

②　作業主任者､職長教育等

③　指定された能力向上教育

④　OJTの実施

⑤　意識向上わ目的とした教育

○　設備・レイアウト・環境の改善

①　不安全状態を解消とした改善

②　全般的なレイアウトの改善

③　局所排気装置の設置及び改善

④　環境改善(空調､換気､照明等)

⑤　その他不良箇所の改善

○　健康管理計画

①

②

○　安全衛生活動
	○　現在行っている安全衛生管理方針の中で、実施に移されていないもの、改善を要するもの、変更を要するもの等があるときは、

その項目を取上げ、具体的に実施できるよう組織的に推進します。

　実施した効果の検討、そのねらいをはっきりさせます。機能してないときは、その原因を確かめ、計画倒れにならないようにします。

トップと職長の機能等

○　重要性を示し、教育に参加するようにします。

　法定教育の不足分を充足します。

　不足技能を向上します。

　安全衛生の意識教育を実施します。

　部外養成に参加させます。

　OJTを活発化します。

○　整備状況を観察してみますと、気の付かない点､不安全状態が

　　多々あるものです。

　　中々対応の難しいものもあります。

　　資金不足の場合もあります。

　　だからといって放置しますと何時までたっても改善されません。

　　環境改善も同様です。

　　その他、いろいろな改善策があります。

○　健康管理については、定期的な診断も大事ですが、とくに、平素

　　の管理が重要です。

　　ＴＨＰを中心とした日常管理を計画する必要があります。

○　安全衛生活動としは、安全提案制度､安全衛生行事としての社内
　行事や家庭内通信等が考えられます。


(注)　ここに示したのは、一例ですから「安全衛生委員会等」で審議して決めます｡

　付録(2)


実行計画の立て方・進め方
（矢島案）

(取組項目：

)

(
)

	取組

目標
	手

　　　順
	だれが

　だれに
	(年)　　　いつ・いつまでに
	なにを
	どのように､どう

	
	
	
	1・2・3
	4・5・6
	7・8・9
	0・11・12
	1・2・3
	
	

	○　具体的な取り組み目標が必要なものは、その実行責任と進行管理を明確にします。

○　例えば､安全作業手順を作成する場合を考えてみましょう。

1 安全衛生委員会で施策の決定を行い、その実行推進責任者を決めます。だれが⇒だれに、どのように､

　　やらせるか､管理進行は○○課○○係で、どう進めるか

2 管理進行の担当課では、だれと・だれに、どのようにしてやらせるか、素案の作成者、成案の作成者当を

決めます。具体的内容は安全衛生委員会等で指導・指揮します。

3 成案ができたら、安全衛生委員会等に付託して、企業として､ルールに載せます。

4 事業場のトップの決裁を得て､実行を進めます。

5 次に､作業員に教育・訓練を進めます。教育・訓練はき企業のルールとして職制を通じて進めます。

教育・訓練にはOJT、その他があります。職長を通じてマンツウマンで行う場合があります。

6 実行してから見直しの場合と当初から見直しをする場合があります。

この場合は、安全衛生委員会に付託して行います。

7 教育・訓練は、定着するまで、何回でも繰り返し行います。習慣化してしまえば､安全作業手順を一々

　　見なくて作業しても構いません。

　　だれが、どのようにして指導するかは、職制を通じて、実施期間を決めたりして行います。

○　教育・訓練を部外に委託して行うときは、委託期間等に問い合わせ､予定表等に合わせて､早めに計画して、

　　だれに、行かせるかを決めます。

○　細かい実行計画のないものは、細部について計画を立てる必要はありません。

○　年度内に実施できない時は、次年度計画に上げます。

◎　この表は、実行する場合の運用がスムースにいくために作成するものです。立て長より、横長の方法が良い

　　と思われます｡次のようなことを基として作ります。

1 現在の進行過程が、安全衛生法令又はOHSMS等に順応しているかどうか、落ち度がないかどうか、良く

検討して進めます。

2 実施成果が上がっているかどうか､安全衛生委員会でも検証します。

3 安全作業手順を作成・実施するときは、担当者が適正を欠く時は中々進行しないことがあります。初めから

その内容を吟味して決めます。

4 余り理想を求めますと、「絵に描いた餅」になってしまい、進行しないばかりでなく､効果が上がりません。

確実に実行できる選択をしましょう。

　⑤　進行管理は安全衛生委員会の構成員の全員の責任で行います。


　付録(3)
（矢島案）

労働安全衛生管理計画の例示

1.　安全衛生管理方針の表明

2．安全衛生目標の設定(リスクアセスメント等の先取り施策も必要です。)

3．重点項目又はスローガン　　特に重要視するものがあれば取上げます。

4．.安全衛生計画の実施計画及び運用で、特定要因には◎印又は太文字等で゜表示します。

　その事例を紹介します。
	重点実施項目
	月別実行計画
	担当者
	確認者

	
	1　　2　　3
	４　　5　　6
	7　　8　　9
	10　11　12
	
	

	1．安全衛生

　　管理体制

①

②

③

2．安全衛生

　　教育

①

②

③

3．設備・環境

　　の改善

①

②

③

4．健康管理

①

②

③

5．安全衛生

　　活動

①

②

③


	　以下の内容は個別に示すものではなく、全般の内容を示します。各項目の書き方です。

○　各項目について予定の計画事項、完了月日等を明示します。

○　担当者も正副が必要な時には､二人以上の氏名をいれます。

○　確認者は安全衛生の管理を行う責任者があたります。

○　教育等で部外委託するものでは、その委託機関名を入れます

○　改善事項で部外委託するものでは、依頼先を明記します。

○　「危険源の特定」されたものでは、可及的速やかに処理

　　します。

○　システム監査は、年一回以上を予定項目とします。

○　健康管理の項目についても委託機関名等を入れます。

○　「特定項目」以外で余り高い理想的なものは、実施できない

　　場合があります。できるものを上げます。

○　安全衛生活動についても､実施可能なものを上げます。だか

　　らと言って､とり組まなという姿勢は好ましくありません。

○


	担当者又は委託機関等を記入します。
	確認の責任者名を記入します。


(注)　付録(2)と同じようなものですから整理し易いような方法を取ります。縦書きでなく、横書きにした方が良い

　　と思われます。

「参考」　　　　　　　重点実施事項とその内容(A製鉄所の例)
	重点実施事項
	実施内容(活動の留意点・ねらい)
	備考

	1．災害根絶活動
	1．安全3原則の完全定着

・　ビデオ撮りによる職場の実態把握と研修会の実施

・　守れない理由徹底的追及と排除、繰り返し教育の実施

・　100％j守れる職場の規律作り

　　(明るく、締まったかつ活性化された職場作り)

2．安全に強い人づくり

・　階層､年齢､経験別の技術､技能、安全教育・訓練の実施と評価

3．設備と作業の本質安全化

・　現状把握、要因解析は徹底的に、掘り起こされたワースト3追放活動の実施

4．実践的ＫＹ活動

・　指揮者の役割・責任の明確化

・状況変化時の「再KY」の完全定着化

・一人ぼっち作業についてのＫＹの実践(手順ごとに)

・　「安全三原則」および「指差呼称確認」の組み入れ

5．類似災害防止活動
	省略します

	2．工事施工時の安全体制強化
	1．持ち場､立場でのメリハリの効いた責任体制の確立

2．工法・作業手順などの改善と技術、技能教育の徹底・伝承

3．工事仕様書、図面、現場の実態把握など、施工計画の事前検証の徹底
	

	3．交通災害の絶滅
	1．交通安全三原則活動の実施

　「スピードを出すな」、「しっかり見よ」

　「シートベルトをしめよ」

2．交通ＫＹの実施
	

	4．業務上疾病発生防止
	1．衛生保護具の完全装着

2．化学物質安全データシート(ＭＳＤＳ)の活用

　　使用化学物質などの有害性の事前調査、作業者に対する「取扱い上の注意」

　　などの周知徹底

3．ライン系所属長の衛生管理者による職場巡視の徹底

4．酸欠・○○作業前の打ち合わせ内容の充実と実践
	

	5．健康保持・増進対策の推進
	1．生活習慣病の予防促進

　　健康リスクの改善：肥満・喫煙に対する保健指導の強化

2．健康を支える能力の向上

　　基礎体力の充実と健康づくりの実践
	


「注」本件「新・産業安全ハンドブック」より

｢参考｣　　　　　　建築工事現場における安全管理計画(全工用)

	工事の種類
	６月
	７月
	８月
	９月
	１０月
	１１月
	１２月
	１月
	２月

	仮説工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	土工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	型枠工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	鉄筋工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	コンクリート
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	仕上工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	外講工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	主要作業


	仮囲工事
	掘削工事

鉄筋工事型枠工事
揚重機組立工事
	埋戻工事

鉄筋工事

型枠工事

コンクリート

工事
	足場組立工事

鉄筋工事

型枠工事

コンクリート

工事
	足場組立工事

型枠鉄筋工事
コンクリート

工事

仕上工事
	揚重機解体工事

型枠解体工事

仕上工事
	仕上工事
	足場解体工事

仕上工事

外講工事
	仕上工事

外講工事

	特殊及び危険作業等
	
	掘削工事
	埋戻工事
	足場組立工事
	足場組立工事
	揚重機解体工事
	
	足場解体工事
	

	目標

(重点災害)


	第三者災害防止
	重機災害防止

電気災害防止
	墜落災害防止

重機災害防止

電気災害防止
	墜落災害防止

重機災害防止

電気災害防止

工事取扱災害防止
	墜落災害防止

重機災害防止

電気災害防止

工具取扱災害防止
	墜落災害防止

飛来落下災害防止

電気災害防止

工事取扱災害防止
	墜落災害防止

飛来落下災害防止

電気災害

防止

工事取扱災害防止
	墜落災害防止

飛来落下災害防止

電気災害

防止

工具取扱災害防止
	重機災害防止

電気災害

防止

工具取扱災害防止

火災防止

	対策

(終点実施事項)


	監視人の配置
	危険範囲の周知

立入り禁止措置

始業前点検

持ち込み電動工具点検
	開口部養生設備の危険範囲の周知､立入禁止

措置

始業前点検

持込電動工具点検
	開口部養生設備の

先行、危険範囲の周知､立入禁止措置、始業前点検

持込電動工具点検、

保護具使用
	開口部養生設備の

先行、始業前点検、

持込電動工具点検

保護具使用
	開口部養生設備の

先行、始業前点検

持込電動工具点検

保護具使用
	開口部養生設備の

先行、始業前点検

持込電動工具点検

保護具使用
	開口部養生設備の

先行、危険範囲の周知、立入禁止措置、始業前点検、持込電動工具点検

保護具使用
	危険範囲の周知、立入禁止措置、持込電動工具点検、保護具使用､作業後の火災点検


「注」本件「新・産業安全ハンドブック」より
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